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1. 原子炉建屋への強度計算に係る補足説明 

 



1.1 概要 

本資料は，原子炉建屋の降下火砕物による堆積荷重による構造健全性に用いる 3D-FEM モデ

ルの詳細，評価部位の代表性を示すものである。

1.2 3D-FEM モデルの詳細説明 

(1) モデル化の範囲

3D-FEM モデルのモデル化範囲を図 1.2-1 に示す。原子炉建屋原子炉棟の EL.46.5m には厚

さ 0.5m～1.2m の床スラブと，主トラスを支える柱の脚部には梁せい 2.2m の大梁が設置され，

柱脚部の水平変形及び曲げ変形を拘束していることから，EL.46.5m より上部構造をモデル

化する。 

図 1.2-1 原子炉建屋原子炉棟のモデル化範囲 

原子炉棟

付属棟 付属棟

屋根スラブ

68.25m

屋根トラス

基礎スラブ

屋根スラブ

屋根スラブ

モデル化範囲
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(2) 使用要素 

本解析で用いる使用要素を表 1.2-1 に示す。なお，3D-FEM モデルは主トラス架構に生じ

る曲げモーメントにより主トラス上弦材が負担する軸力を適切に評価するため，屋根スラブ

をシェル要素でモデル化するとともに，主トラス端部の柱による曲げ拘束を適切に評価する

ため耐震壁もシェル要素でモデル化する。鉄骨部及び鉄筋コンクリート部の柱・梁をモデル

化した梁要素及びトラス要素の解析モデル概要と，屋根スラブ及び耐震壁をモデル化したシ

ェル要素を加えた全要素の解析モデル概要を図 1.2-2 に示す。 

鉄骨部では，主トラス弦材及び上弦面つなぎ梁は梁要素を，主トラス斜材，束材，母屋及

び上弦面水平ブレースはトラス要素を用いる。 

鉄筋コンクリート部では，耐震壁及び屋根トラスはシェル要素を，柱及び梁については梁

要素を用いる。 

 

 

表 1.2-1 使用要素（原子炉建屋原子炉棟） 

鉄骨部 

主トラス弦材 
梁要素 

上弦面つなぎ梁 

主トラス斜材・束材 

トラス要素 
母屋 

下弦面つなぎ梁 

水平ブレース 

鉄筋コンクリート部 

耐震壁 
シェル要素 

屋根スラブ 

柱・梁 梁要素 
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(a) 梁要素・トラス要素

(b) 全要素

図 1.2-2 解析モデルの概要（原子炉建屋原子炉棟） 

主トラス

:固定点(6自由度固定)

:梁要素

:トラス要素

:固定点(6自由度固定)

:梁要素

:トラス要素

:シェル要素

耐震壁

梁

柱

主トラス上弦材

上弦面つなぎ梁

母屋

屋根スラブ
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(3) 境界条件及び拘束条件 

主トラス各部材のモデル化寸法と接続条件を図 1.2-3 に，検討部材の断面形状を表 1.2-2

に示す。 

本解析モデルは，EL.46.5m より上部の構造をモデル化し，解析モデル下端の全節点を固

定端としてモデル化する。 

各部材の接続条件は，鉄骨フランジ部の接続の有無に応じて剛接合もしくはピン接合とし

てモデル化することとし，主トラス上弦材と柱は剛接合，主トラス下弦材と柱はピン接合と

する。また，主トラスの斜材・束材と上下弦材はピン接合とする。 

シェル要素と梁要素及びトラス要素の同一座標における節点は，同一節点を用いてモデル

化し，鉄骨材とスラブは完全に固着しているものとして解析を実施している。 

また，主トラス上弦材，下弦材，斜材，束材は部材芯位置でモデル化することを基本とす

る。なお，主トラス端部の柱は，主トラス上弦材と端部斜材の交点にモデル化する。 

なお，3D-FEM モデルの各部材の寸法は施工図を基に設定している。施工図と解析モデル図

（梁要素及びトラス要素）を添付-1 に示す。 

 

 

 
図 1.2-3 解析モデルにおける部材の接続条件（原子炉建屋原子炉棟，N通り＊） 

注記 ＊：全通りの断面が同じため代表として N通りを示す。 
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表 1.2-2 検討部材の形状・寸法（原子炉建屋原子炉棟） 

部位 部材番号 形状寸法 

断面積 

Ａ 

（cm2） 

断面 2次 

モーメント 

Ｉ 

（cm4） 

材質 

上弦材 TU1 TU16 H－400×400×13×21 218.7 66600 

SS400 

（SS41）

下弦材 TL1 Tl6 H－400×400×13×21 218.7 66600 

斜材 

O1,O2,O15,O16 2Ls－200×200×15 115.5 － 

O3,O4,O13,O14 2Ls－150×150×15 85.48 － 

O5 O12 2Ls－150×100×12 57.12 － 

束材 

V1,V2,V14,V15 2Ls－200×200×15 115.5 － 

V3,V4,V12,V13 2Ls－150×150×15 85.48 － 

V5 V11 2Ls－150×100×12 57.12 － 
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(4) 荷重の入力方法 

屋根に作用する鉛直荷重を表 1.2-3 に，荷重の入力方法の概要を図 1.2-4 に示す。屋根に作

用する鉛直荷重は，応力解析において屋根面全体に等分布の面荷重として作用させる。その他

の固定荷重（外周梁，外壁）は，外周梁に等分布の線荷重として作用させる。なお，その他の

固定荷重は質点系地震応答解析モデルの質点重量から，表 1.2-3 に示す固定荷重と積載荷重を

除いた重量を外周梁の長さに応じて分配した。 

 

 

表 1.2-3 屋根に作用させる鉛直荷重（原子炉建屋原子炉棟） 

固定荷重 

屋根スラブ 

トラス鋼材 

343 kgf/m2 

204 kgf/m2 

合計 547 kgf/m2 ⇒ 5370 N/m2 

積載荷重（除灰時） 1000 N/m2 

積雪荷重 210 N/m2 

降下火砕物堆積による鉛直荷重 7355 N/m2 
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図 1.2-4 荷重の入力方法の概要（原子炉建屋原子炉棟） 
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1.3 評価部位の網羅性及び代表性について 

1.3.1 原子炉建屋付属棟 

(1) 屋根スラブ

原子炉建屋原子炉棟の屋根スラブは母屋で支持された単位幅の 1 方向スラブを取り出し，

等分布荷重を受ける両端固定梁として評価を行う。屋根スラブは単一断面であり，屋根面

に作用する等分布荷重は屋根面全体で均一であるため，支持スパンの長い屋根スラブが最

も厳しい条件であると判断できる。 

図 1.3-1 に評価対象として抽出した最も支持スパンの大きい屋根スラブ位置を示す。 

図 1.3-1 原子炉建屋原子炉棟 屋根スラブ評価部材の位置 

8



 

 

(2) 主トラス 

Ⅴ-3-別添 2-1.2-6「建屋の強度計算書」には，降下火砕物に対する健全性評価の結果

として，検定値が最大となる部材の評価結果のみを示した。 

ここでは，全ての部材の評価結果を網羅的に示し，強度計算書に示した結果の代表性を

確認する。 

強度計算書に記載した原子炉建屋原子炉棟主トラスの評価結果を表 1.3-1 に示す。また，

図 1.3-2～図 1.3-6 に通りごとに全ての主トラス部材の検定値を示す。図には，各部位の

最大検定値を赤枠で囲い示した。上弦材 N,P 通り，下弦材及び斜材・束材は P 通りにおい

て検定値が最大となる部材があり，それらの値は表 1.3-1 の値に整合している。 

なお，許容値の算出方法については，「1.4 主トラスの許容値の算出について」に示す。 

 

表 1.3-1 原子炉建屋原子炉棟 主トラスの評価結果 

部位 発生応力 
応力度  
(N/mm2) 

許容値＊ 
(N/mm2) 

検定値 

EL. 

上弦材 
圧縮  35.4 256 

0.26 
曲げ  29.5 254 

下弦材 
引張 164.1 258 

0.76 
曲げ  30.4 258 

斜材 引張 204.9 258 0.80 

束材 圧縮 150.3 172 0.88 

注記 ＊：「鋼構造設計規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12年建設省告示第 2464

号に基づきＦ値×1.1 を適用 
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(a) 圧縮（曲げ圧縮） 

 

 

 

(b) 引張（曲げ引張） 

        ：最大検定比部材 

図 1.3-2 主トラスの検定比（L 通り）  

     検定値＜0.2
0.2≦検定値＜0.4
0.2≦検定値＜0.6
0.6≦検定値＜0.8
0.8≦検定値＜1.0
1.0≦検定値

EL.63.5m

EL.46.5m

4
.0

m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.16 0.13 0.08 0.11 0.12 0.12

0.14 0.260.09 0.09 0.09 0.09 0.07 0.06

0.11 0.08 0.13 0.160.15 0.12 0.12 0.15 0.12 0.12

0.51 0.43

0.000.00

0.20 0.08 0.20 0.34 0.43 0.39

0.00 0.00 0.00 0.00

0.39 0.43 0.34

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.000.000.000.000.00

0.300.43 0.52 0.30

0.06 0.050.26 0.14 0.05 0.06 0.05 0.07

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.16 0.10 0.04 0.04 0.05 0.05 0.04 0.04 0.10 0.160.05 0.05 0.07 0.04 0.04 0.07

0.48 0.48 0.48 0.42

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.15 0.04 0.04 0.15 0.27 0.340.43 0.48 0.48 0.48 0.34 0.27

0.00 0.00 0.00

0.07 0.07 0.14 0.24 0.32 0.38 0.42

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.14 0.07 0.070.44 0.44 0.42 0.38 0.32 0.24
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(a) 圧縮（曲げ圧縮） 

 

 

 

(b) 引張（曲げ引張） 

        ：最大検定比部材 

図 1.3-3 主トラスの検定比（M 通り）  

     検定値＜0.2
0.2≦検定値＜0.4
0.2≦検定値＜0.6
0.6≦検定値＜0.8
0.8≦検定値＜1.0
1.0≦検定値

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.23 0.16 0.09 0.16 0.14 0.22

0.20 0.310.16 0.18 0.18 0.16 0.11 0.06

0.16 0.09 0.16 0.230.25 0.22 0.22 0.25 0.22 0.14

0.84 0.66

0.000.00

0.45 0.20 0.45 0.79 0.73 0.72

0.00 0.00 0.00 0.00

0.72 0.73 0.79

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.000.000.000.000.00

0.860.66 0.84 0.86

0.06 0.070.31 0.20 0.07 0.06 0.06 0.11

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.23 0.11 0.02 0.07 0.10 0.04 0.07 0.02 0.12 0.230.04 0.10 0.13 0.09 0.09 0.13

0.58 0.66 0.78 0.66

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.35 0.09 0.09 0.35 0.63 0.690.66 0.78 0.66 0.58 0.69 0.63

0.00 0.00 0.00

0.12 0.12 0.23 0.37 0.41 0.57 0.70

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.23 0.12 0.120.75 0.75 0.70 0.57 0.41 0.37
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(a) 圧縮（曲げ圧縮） 

 

 

 

(b) 引張（曲げ引張） 

        ：最大検定比部材 

図 1.3-4 主トラスの検定比（N 通り） 

  

     検定値＜0.2
0.2≦検定値＜0.4
0.2≦検定値＜0.6
0.6≦検定値＜0.8
0.8≦検定値＜1.0
1.0≦検定値

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.16 0.14 0.12 0.16 0.16 0.17

0.10 0.240.11 0.20 0.20 0.11 0.11 0.10

0.16 0.12 0.14 0.160.21 0.26 0.26 0.21 0.17 0.16

0.61 0.53

0.000.00

0.46 0.30 0.46 0.53 0.45 0.61

0.00 0.00 0.00 0.00

0.61 0.45 0.53

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.000.000.000.000.00

0.380.53 0.61 0.39

0.07 0.070.25 0.10 0.07 0.07 0.10 0.11

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.15 0.10 0.05 0.06 0.05 0.06 0.06 0.05 0.10 0.150.06 0.05 0.07 0.12 0.12 0.07

0.59 0.61 0.58 0.52

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.37 0.13 0.13 0.36 0.45 0.560.52 0.58 0.61 0.59 0.56 0.45

0.00 0.00 0.00

0.08 0.08 0.22 0.35 0.50 0.58 0.63

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.22 0.08 0.080.75 0.75 0.63 0.58 0.50 0.35
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(a) 圧縮（曲げ圧縮） 

 

 

 

(b) 引張（曲げ引張） 

        ：最大検定比部材 

図 1.3-5 主トラスの検定比（P 通り） 

  

     検定値＜0.2
0.2≦検定値＜0.4
0.2≦検定値＜0.6
0.6≦検定値＜0.8
0.8≦検定値＜1.0
1.0≦検定値

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.23 0.16 0.09 0.16 0.14 0.22

0.22 0.330.16 0.18 0.18 0.16 0.11 0.06

0.16 0.09 0.16 0.240.26 0.22 0.22 0.26 0.22 0.14

0.86 0.67

0.000.00

0.45 0.20 0.46 0.80 0.74 0.73

0.00 0.00 0.00 0.00

0.72 0.74 0.79

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.000.000.000.000.00

0.880.67 0.85 0.87

0.06 0.070.32 0.20 0.07 0.06 0.06 0.11

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.24 0.12 0.02 0.08 0.10 0.04 0.08 0.02 0.12 0.240.04 0.10 0.13 0.09 0.09 0.13

0.60 0.68 0.80 0.67

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.35 0.09 0.10 0.36 0.63 0.690.66 0.79 0.67 0.59 0.69 0.63

0.00 0.00 0.00

0.12 0.12 0.23 0.37 0.42 0.58 0.71

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.23 0.12 0.120.76 0.76 0.71 0.58 0.42 0.37
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(a) 圧縮（曲げ圧縮） 

 

 

 

(b) 引張（曲げ引張） 

        ：最大検定比部材 

図 1.3-6 主トラスの検定比（Q 通り） 

  

     検定値＜0.2
0.2≦検定値＜0.4
0.2≦検定値＜0.6
0.6≦検定値＜0.8
0.8≦検定値＜1.0
1.0≦検定値

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.14 0.11 0.07 0.10 0.12 0.12

0.15 0.270.08 0.08 0.08 0.08 0.07 0.05

0.11 0.08 0.12 0.150.14 0.12 0.12 0.14 0.12 0.12

0.51 0.43

0.000.00

0.19 0.08 0.20 0.34 0.43 0.39

0.00 0.00 0.00 0.00

0.38 0.43 0.33

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.000.000.000.000.00

0.290.45 0.50 0.39

0.05 0.050.28 0.15 0.04 0.05 0.06 0.07

EL.63.5m

EL.46.5m

4.
0m

２ ８

上弦材

斜材

束材

下弦材

0.14 0.09 0.03 0.03 0.05 0.05 0.04 0.04 0.10 0.150.06 0.04 0.07 0.04 0.04 0.07

0.47 0.47 0.48 0.42

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.15 0.04 0.05 0.16 0.27 0.340.36 0.45 0.38 0.45 0.35 0.26

0.00 0.00 0.00

0.08 0.08 0.12 0.24 0.32 0.37 0.41

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.13 0.07 0.070.43 0.43 0.41 0.37 0.30 0.23
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(3) 母屋 

原子炉建屋原子炉棟の母屋は主トラスで支持された等分布荷重を受ける両端ピン支持の

単純梁として評価を行う。屋根面に作用する等分布荷重は屋根面全体で均一であるため，

母屋の断面が同一である場合には，支持スパンが長く，屋根面の支配面積の大きな母屋が

最も厳しい条件であると判断できる。 

最も支持スパンが長く，支配面積の大きな母屋の位置を図 1.3-7 に示す。 

なお，原子炉棟の母屋には表 1.3-2 に示すとおり，断面の異なる 2 種類の鉄骨部材を使

用しているが，図 1.3-7 に示す母屋は断面の小さい鉄骨部材（Ｈ-390×300×10×16）で

あるため，この母屋を評価対象としている。 

 

 

図 1.3-7 原子炉建屋原子炉棟 母屋の評価部材の位置 

 

表 1.3-2 原子炉建屋原子炉棟 母屋使用部材断面 

 

 

 

 

 

 

  

部材断面 断面積（mm2） 

Ｈ－390×300×10×16 136.0 

Ｈ－582×300×12×17 174.5 
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1.3.2 原子炉建屋付属棟 

(1) 屋根スラブ

原子炉建屋付属棟は，鉄骨架構上（EL. 35.0 m，30.3 m，30.0 m 及び 22.0 m）と，鉄

筋コンクリート躯体上（EL. 39.8 m，30.3 m，22.0 m，17.2 m，12.24 m，12.0 m 及び 9.0 

m）に屋根スラブがあり，屋根面ごとに屋根スラブの評価を行う。付属棟の屋根面を図

1.3-8 に示す。 

鉄骨架構上の屋根スラブについては，母屋で支持された単位幅の 1方向スラブを取り出

し，等分布荷重を受ける両端固定梁として評価を行う。屋根スラブは単一断面であり，屋

根面に作用する等分布荷重は屋根面全体で均一であることから，支持スパンの長い屋根ス

ラブが最も厳しい条件であると判断し，鉄骨架構上の屋根スラブのうち，最も支持スパン

の長い EL. 22.0 m の屋根スラブの評価を行った。 

図 1.3-9 に屋根面ごとに、支持スパンが最大となるスラブ位置を示す。 

一方，鉄筋コンクリート躯体上の屋根スラブは，鉄筋コンクリートの大梁または壁で支

持された四辺固定または三辺固定の長方形版として評価を行う。図 1.3-10 に評価対象の

スラブ位置を示す。これらの屋根スラブは、場所によって部材断面と支持条件が異なるた

め、すべてについて評価を行った。 

表 1.3-3 に原子炉建屋付属棟屋根スラブの評価結果を示す。EL. 30.3 m の鉄筋コンクリ

ート躯体上の屋根スラブ（SE5-7）の検定値が最も大きいことがわかる。 

図 1.3-8 原子炉建屋付属棟 屋根面
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図 1.3-9（1/2） 原子炉建屋付属棟 屋根スラブ（鉄骨架構上）評価部材の位置 
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図 1.3-9（2/2） 原子炉建屋付属棟 屋根スラブ（鉄骨架構上）評価部材の位置 

図 1.3-10（1/4） 原子炉建屋付属棟 屋根スラブ（鉄筋コンクリート躯体上）評価部材の位置
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(a) EL. 29.00m 平面図

(b) EL. 23.00m 平面図

図 1.3-10（2/4） 原子炉建屋付属棟 屋根スラブ（鉄筋コンクリート躯体上）評価部材の位置 
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(a) EL. 20.30m 平面図

(b) EL. 14.00m 平面図

図 1.3-10（3/4） 原子炉建屋付属棟 屋根スラブ（鉄筋コンクリート躯体上）評価部材の位置 
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(a) EL. 8.20m 平面図

(b) EL. 2.00m 平面図

図 1.3-10（4/4） 原子炉建屋付属棟 屋根スラブ（鉄筋コンクリート躯体上）評価部材の位置 
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表 1.3-3 原子炉建屋付属棟 屋根スラブの評価結果 

(a) 鉄骨架構上のスラブ

高さ 記号 
スラブ厚

（mm）

検定値＊ 

曲げモーメント せん断力 

EL.22.0 m S1 150 0.23 0.17 

注記 ＊：「ＲＣ－Ｎ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第 2464 号に基

づきＦ値×1.1 を適用 

(b) 鉄筋コンクリート躯体上のスラブ

高さ 記号 
スラブ厚

（mm）

検定値＊2 

短辺 長辺 

曲げ 

モーメント
せん断力 

曲げ 

モーメント
せん断力 

EL.39.8 m S30 300 0.49 0.36 0.35 0.32 

EL.30.3 m 

SE5-1 400 0.46 0.25 0.23 0.22 

SE5-2 400 0.46 0.25 0.23 0.22 

SE5-3 400 0.79 0.40 0.40 0.36 

SE5-4 400 0.75 0.39 0.38 0.35 

SE5-5 400 0.75 0.39 0.38 0.35 

SE5-6 400 0.33 0.19 0.17 0.17 

SE5-7 400 0.84＊1 0.42＊1 0.42 0.38 

SE5-8 400 0.24 0.15 0.12 0.13 

SE6-1 1100 0.16 0.09 0.08 0.08 

SE6-2 1100 0.17 0.09 0.09 0.09 

EL.22.0 m 

S8-1 800 0.16 0.10 0.08 0.10 

S8-2 800 0.16 0.10 0.08 0.10 

S8-3 800 0.18 0.10 0.09 0.10 

S9 800 0.09 0.10 0.05 0.10 

EL.17.2 m Sa 2000 0.17 0.08 0.09 0.06 

EL.12.0 m SM19 200 0.09 0.09 0.05 0.09 

EL.12.24 m SM20 200 0.64 0.59 0.32 0.60 

付属棟評価結果は速報値のため，数値確定

に伴って変更の可能性があります。
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高さ 記号 
スラブ厚 

（mm） 

検定値＊2 

短辺 長辺 

曲げ 

モーメント 
せん断力 

曲げ 

モーメント
せん断力 

EL.9.0 m 

SB6a-1 800 0.01 0.03 0.01 0.02 

SB6a-2 800 0.02 0.03 0.02 0.03 

SB6a-3 800 0.01 0.03 0.02 0.03 

SB12a-1 1400 0.08 0.10 0.04 0.10 

SB12a-2 1400 0.07 0.08 0.05 0.06 

SB12a-3 1400 0.04 0.07 0.03 0.06 

SB12a-4 1400 0.05 0.07 0.04 0.06 

  注記 ＊1：最大検定値 

     ＊2：「ＲＣ－Ｎ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12 年建設省告示第 2464 号に

基づきＦ値×1.1 を適用  
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(2) 母屋

原子炉建屋付属棟の母屋は主トラスで支持された等分布荷重を受ける両端ピン支持の単

純梁として評価を行う。屋根面に作用する等分布荷重は屋根面全体で均一であるため，母

屋の断面が同一である場合には，支持スパンが長く，屋根面の支配面積の大きな母屋が最

も厳しい条件であると判断できる。 

原子炉建屋付属棟の母屋には表 1.3-4 に示すとおり，断面の異なる複数の鉄骨部材を使

用しているため，同じ部材断面の母屋において最も条件の厳しい部位を選定し、評価を行

う。 

図 1.3-11 に部材断面毎に選定した母屋の評価部材位置を示す。 

表 1.3-5 に原子炉建屋付属棟 母屋の評価結果を示す。 

表 1.3-4 原子炉建屋原子炉棟 母屋使用部材断面 

記号 部材断面 

SB35 Ｈ－350×175×7×11

SB40 Ｈ－400×200×8×13 

SB60 Ｈ－600×200×11×17 

SB600 Ｈ－600×300×14×25 

図 1.3-11(1/2) 原子炉建屋付属棟 母屋評価部材の位置
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図 1.3-11（2/2） 原子炉建屋付属棟 母屋評価部材の位置 
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表 1.3-5 原子炉建屋付属棟 母屋の評価結果 

高さ 記号 

支持 

スパン

（mm）

支配幅 

（m） 

検定値＊2 

曲げモーメント せん断力 

EL. 35.0 m 追而 

EL. 30.3 m SB40 5.744 1.940 0.47＊1 0.23＊1 

EL. 30.0 m 追而 

EL. 22.0m 

SB35 3.700 1.825 0.28 0.18 

SB60-1 7.125 1.994 0.35 0.14 

SB60-2 7.325 1.940 0.36 0.14 

SB60-3 7.350 1.825 0.34 0.14 

SB600 7.325 3.386 0.34 0.20 

注記 ＊1：最大検定値 

＊2：「Ｓ規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12年建設省告示第 2464 号に基づき

Ｆ値×1.1 を適用 

付属棟評価結果は速報値のため，数値確定

に伴って変更の可能性があります。
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1.4 主トラスの許容応力値について 

表 1.4-1 に示す検定値が最大となる各部位の許容値について，許容値の評価式及び算出条件

を示す。 

表 1.4-1 原子炉建屋原子炉棟 主トラスの評価結果 

部位 発生応力 
応力度 
(N/mm2) 

許容値＊ 
(N/mm2) 

検定値 

EL. 64.08 m

上弦材 
圧縮  35.4 256 

0.26 
曲げ  29.5 254 

下弦材 
引張 164.1 258 

0.76 
曲げ  30.4 258 

斜材 引張 204.9 258 0.80 

束材 圧縮 150.3 172 0.88 

注記 ＊：「鋼構造設計規準」の短期許容応力度の評価式に平成 12年建設省告示第 2464

号に基づきＦ値×1.1 を適用 

(1) 評価式

a. 許容引張応力度

ｆｔ＝Ｆ/1.5 （1.4-1 式） 

ここに，

Ｆ：鋼材のＦ値

b. 許容圧縮応力度

ｆ
ｃ
＝

1-0.4
λ

Λ

2

Ｆ

ν
（λ≦Λのとき） （1.4-2 式） 

ｆ
ｃ
＝

0.277Ｆ

λ

Λ

2 （λ＞Λのとき） （1.4-3 式） 

ここに， 

λ：圧縮材の細長比 

Λ：限界細長比 Λ＝
π

2
Ｅ

0.6Ｆ

Ｅ：ヤング係数 
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ν＝
3

2
＋

2

3

λ

Λ

2

c. 許容曲げ応力度

ｆ
ｂ
＝

1

ν
Ｆ  （λｂ≦ｐλｂのとき） （1.4-4 式） 

ｆ
ｂ
＝

1-0.4	
λｂ-ｐλｂ

ｅλｂ-ｐλｂ

ν
Ｆ  （ｐλｂ＜λｂ≦ｅλｂのとき） （1.4-5 式） 

ｆ
ｂ
＝

1

2.17λ
ｂ

2 Ｆ （ｅλｂ＜λｂのとき） （1.4-6 式） 

ここに， 

λ
ｂ
＝	

Ｍ
ｙ

Ｍ
ｅ

ｅλ
ｂ
＝

1

	 0.6

ｐλ
ｂ
＝0.6＋0.3 	

Ｍ
2

Ｍ
1

	

Ｃ＝1.75＋1.05
Ｍ

２

Ｍ
1

＋0.3
Ｍ

2

Ｍ
1

	

2

 2.3 

Ｍ
ｅ
=Ｃ	

π4ＥＩ
ｙ
・ＥＩ

ｗ

ｌ
ｂ

4 ＋
π4Ｅ

ｙ
・ＧＪ

ｌ
ｂ

2

ν＝
3

2
＋

2

3

λ

Λ

2

ｆｂ ：許容圧縮応力度 λｂ：曲げ部材の細長比 

ｌｂ ：圧縮フランジの支点間距離 ｅλｂ：弾性限界細長比 

ｐλｂ：塑性限界細長比  Ｃ：許容曲げ応力度の補正係数 

Ｍｅ ：弾性横座屈モーメント  Ｚ：断面係数 

Ｉｙ ：弱軸周りの断面 2次モーメント  

Ｉｗ ：曲げねじり定数       Ｇ：せん断弾性係数 

Ｊ ：サンブナンのめじり定数 Ｍｙ：降伏モーメント（Ｆ・Ｚ） 

なお，部材端部の曲げモーメントの大きいほうをＭ1，小さいほうをＭ2とし，この 2

つのモーメントが単曲率の場合は，Ｍ2/Ｍ1の符号を負に，複曲率の場合はＭ2/Ｍ1の

符号を正にしている。 
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(2) 許容値の算出

a. 上弦材

検定値が最大となる上弦材の許容値を算出するために必要なパラメータを以下に示

す。 

部材 
Ｆ値 

Ｆ（N/mm2） 

ヤング率

Ｅ（N/mm2） 

せん断弾性 

係数 

Ｇ（N/mm2） 

断面積 

Ａ（mm2） 

Ｈ-400×400×

13×21 
235 2.05×105 7.90×104 2.187×104 

断面 2次 

モーメント

Ｉｘ（mm4） 

断面 2次 

モーメント

Ｉｙ（mm4） 

断面係数 

Ｚ（mm3） 

座屈長 

ｌｋ（mm） 

断面 

2 次半径 

ｉ（mm） 

6.660×108 2.240×108 3.330×106 1670.5 174.5 

細長比 

λ（-） 

限界細長比 

Λ（-） 

曲げ 

ねじり定数 

Ｉｗ（mm4） 

ねじり定数 

Ｊ（mm6） 

補正係数 

Ｃ（-） 

9.57 114.20 8.044×1012 2.732×106 1.04 

支点間距離 

ｌｂ（mm） 

弾性横座屈 

モーメント

Ｍｅ（N・mm）

曲げ材の 

細長比 

λｂ（-） 

塑性限界 

細長比 

ｐλｂ（-） 

弾性限界 

細長比 

ｅλｂ（-） 

2570 1.407×1010 0.25 0.32 1.29 
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b. 下弦材

検定値が最大となる下弦材の許容値を算出するために必要なパラメータを以下に示

す。 

部材 
Ｆ値 

Ｆ（N/mm2） 

ヤング率

Ｅ（N/mm2） 

せん断弾性 

係数 

Ｇ（N/mm2） 

断面積 

Ａ（mm2） 

Ｈ-400×400×

13×21 
235 2.05×105 7.90×104 2.187×104 

断面 2次 

モーメント

Ｉｘ（mm4） 

断面 2次 

モーメント

Ｉｙ（mm4） 

断面係数 

Ｚ（mm3） 

座屈長 

ｌｋ（mm） 

断面 

2 次半径 

ｉ（mm） 

6.660×108 2.240×108 3.330×106 10280 101.2 

細長比 

λ（-） 

限界細長比 

Λ（-） 

曲げ 

ねじり定数 

Ｉｗ（mm4） 

ねじり定数 

Ｊ（mm6） 

補正係数 

Ｃ（-） 

101.58 114.20 8.044×1012 2.732×106 1.01 

支点間距離 

ｌｂ（mm） 

弾性横座屈 

モーメント

Ｍｅ（N・mm）

曲げ材の 

細長比 

λｂ（-） 

塑性限界 

細長比 

ｐλｂ（-） 

弾性限界 

細長比 

ｅλｂ（-） 

10280 1.277×1010 0.82 0.31 1.29 
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c. 斜材

検定値が最大となる斜材の許容値を算出するために必要なパラメータを以下に示す。

部材 
Ｆ値 

Ｆ（N/mm2） 

2Ｌｓ-200×

200×15 
235 

d. 束材

検定値が最大となる束材の許容値を算出するために必要なパラメータを以下に示す。

部材 
Ｆ値 

Ｆ（N/mm2） 

ヤング率

Ｅ（N/mm2） 

せん断弾性係

数 

Ｇ（N/mm2） 

断面積 

Ａ（mm2） 

2Ｌｓ-150×

150×15 
235 2.05×105 7.90×104 8.548×103 

断面 2次 

モーメント

Ｉｘ（mm4） 

断面 2次 

モーメント

Ｉ（mm4） 

座屈長 

ｌｋ（mm） 

断面 

2 次半径 

ｉ（mm） 

細長比 

λ（-） 

4.532×107 1.776×107 3610 45.6 79.20 

限界細長比 

Λ（-） 

114.20 
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